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１. はじめに 

本市の水道事業は、昭和 29 年に伊集院地域の上土橋簡易水道事業を創設したのが始まり

で、昭和 34 年の東市来地域の美山簡易水道事業・吹上地域の野首簡易水道事業、昭和 35 年
の伊集院町上水道事業、昭和 45 年には日吉地域の日吉簡易水道がそれぞれ創設され、全地

域で給水が始まりました。 
 
創設以来、各地域で人口増加や産業の発展に伴う水需要の増大に対応するために、多く

の投資、起債の借入などにより施設整備を積極的に推進し、現在の普及率は約 95%を超え

水の安定供給に一定の成果を上げています。 
 
近年、全国的に景気の低迷や人口減少社会への突入及び節水機器の普及拡大などによる

水需要の減少に伴い、給水収益の増加が見込めない事業体が多くなっています。また、昭

和から平成の初期に整備された多くの施設が老朽化しつつあります。今後、施設更新は幾

度となく繰り返されていきますが、一度にこのような大規模更新期を迎えることは初めて

のことであり、大きな課題となっています。さらに、技術の継承問題、おいしい水などの

市民の水道に対するニーズの高度化、大地震に対するソフト的・ハード的な対策やテロ・

風水害などに対する危機管理対応、環境対策では地球温暖化や健全な水環境の維持および

循環型社会の構築など、これまでにない様々な新しい課題にも直面しています。 
 
このような状況に対応し、将来に渡っても安定的にサービスの提供を継続していくこと

が可能となるように、令和 2 年 3 月に中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策

定しました。策定当時における経営戦略の計画期間は、令和２年度から令和 11 年度までの

10 年間でしたが、策定から 5 年を経過することを機に今回、改定を行いました。 
今後においても経営状況等の変化に対応するため随時フォローアップを行い、概ね 5 年

に一度を目安に、必要に応じて見直しを行います。  
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２. 事業概要 

（１） 水道事業の概要 

① 給水 

 

供用開始年月日 昭和 29年 計画給水人口 47,400人 

法適（全部・財務）・

非適の区分 
法適用 

現在給水人口 44,531 人 

有収水量密度 41.09千㎥／㎢ 

 

 

② 水需要 

給水人口は住民人口の減による減少により、直近 5 年間では 2.3%減少しました。有

収水量についても、コロナ禍の影響等による増減がありながら 2.7%減少しています。 
水需要の減少傾向の要因は、節水式電化製品の普及や意識の高揚、自家水の利用等

によるものが考えられますが、国立社会保障・人口問題研究所による推計によると今

後 10 年間で 10%程の住民人口が減少する推計となっています。これに伴い給水人口も

減少していくと推測され、給水地区の拡大による増加も見込まれますが、全体的に今

後の水の需要は減少傾向が続くものと見込まれます。 
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③ 水源水量 

本市の水源は 74 箇所で、計画取水量 28,110 ㎥の水量を確保しています。水源の種

類のなかでは深井戸が最も多く取水量全体の 84%を占めている状況です。しかしなが

ら宅地造成などに伴う水量不足や井戸の枯渇による水量不足も生じてきています。水

需給バランスの照査を実施した結果、新規水源の確保も必要となり、東市来地域の下

養母水源、皆田水源、伊集院地域の清藤水源等を開発してきました。引き続き、必要

な水量の確保に努めてまいります。 
 

④ 水質管理 

本市の水源は深井戸が 68 箇所と最も多く、他は浅井戸、表流水、伏流水及び湧水な

どで、水質は安定しており良好な状況です。 
しかし一部吹上地域の中央地区河川表流水の水源や湯之元地区河川流水の水源につ

いては、大雨などにより原水濁度が上昇する場合もあるため監視を継続していく必要

があります。 
また、水道法の水質基準に適合し、かつ安全で良質な水を提供するために、毎年度

水質検査計画を策定し検査を実施しています。また、水源等で水質変化等が生じた場

合は、直ちに取水停止するとともに、臨時の検査を実施し安全性の確認を行います。

今後も水源やその周辺地域等の監視を行い、良好な水質の維持に努めるとともに汚染

等の未然の防止に努めていく必要があります。 
 

⑤ 水道施設（施設・設備・管路） 

本市の面積は 253.01 ㎢と行政区域が広く、起伏に富んだ地形のため給水区域は点在

しています。水源や配水池は小規模な施設が多く、様々な要因により施設数が非常に

多くなっています。このため施設の統廃合は思うように進んでいない状況です。 
 

水  源 地下水、表流水 

施設数 

浄水場 
設置数 52 

管路延長 834 ㎞ 
配水池 
設置数 67 

施設能力 28,110 ㎥／日 施設利用率 62.3％ 

 
 

≪   施設箇所数   ≫ 
 

取水施設 浄水施設 配水施設 
計 

水源 浄水場、滅菌設備 配水池等 
74 52 67 193 

 
 



4 
 

本市の水道は古くは昭和 29 年度から通水を開始しており、保有資産の中には 50 年

を超過するものもあり、耐用年数には達していないものの劣化が目立つものもありま

す。機械電気設備についても、建築施設と比べて耐用年数も短いため、老朽化した設

備が多くみられます。 
大量の水道施設の老朽化に対応するため、令和元年度に実施したアセットマネジメ

ントを活用し、重要度や優先度を十分考慮し、更新を行っています。 
 
 

≪   保有資産部門別経年化率   ≫ 
 

部門 登録資産数 経過資産数 割合 
取水部門 447 163 36.5% 
浄水部門 211 104 49.3% 
送水部門 375 177 47.2% 
導水部門 85 16 18.8% 
配水部門 2,568 480 18.7% 

計 3,686 940 25.5% 
 

 
⑥ 災害時対策 

近年、多くの大地震等により、災害時における水の重要性は強く認識させられてい

ます。施設が被災した状況においても、最小限機能を維持し、飲料水、医療用水、火

災用水など確保できる施設・体制の構築が不可欠です。本市においては、最新の耐震

基準で建設されているものは少なく、整備はあまり進んでいません。これら全体の施

設や管路の耐震化は莫大な資金と長い時間を必要とすることから、長期更新計画に基

づいて実施していく必要があります。 
運用・体制面については、日置市地域防災計画の危機管理対策に基づき行いますが、

緊急時は応急給水、応急復旧、応援部隊受入など迅速な対応がもとめられるため、マ

ニュアル整備や訓練の実施を継続的に対応してまいります。 
また、日本水道協会による水道界全体が一丸となった相互応援体制は極めて重要で

あり、今後も一層充実させていく必要があります。平成 20 年度には、日置市管工事組

合と「災害時における応急復旧に関する協定書」を締結し、また近隣市町村との災害

時の広域連携についても協議を進めており、地域一体となって速やかな応急復旧活動

ができる体制を構築しています。応急給水機材については、広域連携でも相互応援に

ついて検討を続けています。 
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≪   主な応急給水機材等の保有状況   ≫ 
 

項目 内容 規格等 保有数量 

車両 
給水車（㎥） 1.6 ㎥ 1 台 
トラック １～2ｔ積 1 台 
その他 軽バン等 9 台 

給水容器 

仮設水槽（㎥） １㎥、組立式 ５基 

給水タンク（ℓ） 

1,500ℓ、ｽﾃﾝ 1 基 
1,000ℓ、ｽﾃﾝ 1 基 
1,000ℓ、ﾎﾟﾘ 4 基 
500ℓ、ﾎﾟﾘ 4 基 
300ℓ、ﾎﾟﾘ 1 基 

ポリ容器（ℓ） 
20ℓ 103 個 
10ℓ 110 個 

給水袋 ６ℓ 5,360 個 

機材 
応急給水装置  1 基 
発電機  4 台 
投光器  3 個 

 
 

⑦ 料金体系 

本市の水道料金は、令和 5 年 4 月から料金改定を行い、下記の市内統一料金となっ

ております。 
水道料金の算定は、１か月について基本料金と従量料金を加えた額に消費税率を乗

じた額（10 円未満の端数は切捨て）になります。 
 

 水道料金表 

＜１か月の基本料金（消費税別）＞ 

メーター口径 基本料金 
13ミリ 800円 

20ミリ 1,100円 

25ミリ 1,400円 

30ミリ 2,500円 

40ミリ 3,800円 

50ミリ 7,200円 

75ミリ 14,400 円 

100ミリ 23,000 円 
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＜１か月の従量料金（消費税別）＞ 

従量区分 従量料金使用水量 1 立方メートル当たり 
10 立方メートルまで 80 円 

10 立方メートルを超え 20 立方メートルまで 115 円 

20 立方メートルを超え 30 立方メートルまで 150 円 

30 立方メートルを超える分 160 円 

 
現在は、料金回収率も 100%前後の高い水準で移行していますが、人口減少や水需要

の減少による収入の減少、今後の施設更新等の増加に伴う減価償却費等の増加などに

より回収率も下降していくことが予想され、莫大な更新費用を内部留保資金や企業債

の借入だけで賄っていくことが困難となる可能性があります。今後も水道料金の定期

的な見直しや、水需要の減少に影響を受けにくい抜本的な料金体系の転換を図ること

も視野に入れて、あるべき料金について検討を行います。 
 

 
⑧ 経営状況（経営比較分析表） 

本市の経営状況については、「経営比較分析表」（15 ページ）に示すとおり概ね良好

な状態であると考えています。 
経営の健全性・効率性は、経常収支比率、累積欠損金比率、流動比率、企業債残高

対給水収益比率、料金回収率、給水原価、施設利用率において、類似団体平均と比較

した結果全てにおいて良い数値となっており、健全な状態であると考えます。 
しかしながら、有収率については、効率性があまりよくないため、原因となる不表

現漏水やメーター不感等について計画的に調査し、改善を進めているところです。今

後も調査を継続し、効率性を高めていく必要があります。 
老朽化の状況については、有形固定資産減価償却率が直近では減少し始めており、

資産の老朽化の速度を低減させています。管路経年化率や管路更新率についても類似

団体平均よりも良い水準へ転換し、資産の安全性を高めることができており、現時点

の経営状況は良好でありますが、今後住民人口の減少により有収水量が減少する見込

みであることや、大量の老朽管や老朽化施設に係る支出の増加が見込まれることから、

安定的な経営を図るための対策を継続的に進めてまいります。 
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⑨ 組織 

日置市の上下水道課は、本庁、東市来分室、日吉分室、吹上分室で組織されていま

す。また、管理職（課長）１名、技術職７名、事務職 13 名の合計 21 名体制で上下水

道事業を一体として運営することで、両事業の効率性を高めています。 
 

 
○組織図（令和 7 年 4 月 1 日） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

職員 1 人当りの給水人口は、概ね県内の平均に位置します。今後も適切な人員数で

手厚いサービスを提供することを目指して、人員体制を整理します。 
 

⑩ 市民サービス 

水道料金の収納については従来、窓口納付、口座振替、コンビニ納付の取扱いでし

たが、平成 30 年 4 月からスマホ決済アプリ「PayB」、平成 31 年 4 月から楽天銀行ア

プリ、また令和 3 年 12 月からも複数のスマートフォン決済アプリでの納付に対応して

います。今後も多様化するお客様のニーズを把握し、サービスの向上を図っていく必

要があります。 
 

⑪ 水道未普及地域 

水道未普及地域の住民から水道整備についての要望が高まる中、水道普及地域解消

事業として最初に取り組んだ伊集院北地区につきましては、平成 26 年度に施設整備を

完了しました。 
また、令和 10年度までには伊集院地域の麦生田地区の施設整備を完了する予定です。 

 

（２） これまでの主な経営健全化の取組 

施設整備については、計画的な修繕による長寿命化、定期的な水道管の漏水調査や

修繕の実施により有収率の向上に努めております。また、水道検針機器等の IT 化を進

め、検針漏れの防止・維持管理の効率化を図っています。 
今後も IT 化することが効果的であるものについては、積極的に導入し、更なる効率

化に努めてまいります。 

上下水道課 収納係 

管理係 

工務係 

３名 

５名 

６名 

本   庁 

東市来分室 

日吉分室 

吹上分室 

１名 

１名 

１名 総務経理係 ４名 
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３. 経営の基本方針 

人口減少社会への突入および節水機器の普及拡大などによる水需要の減少に伴い、給

水収益の増加を見込めない状況となっていますが、老朽化した施設の大量更新、財政基

盤の強化、給水サービスの向上などの課題に的確に対応し、安全で安心な水を継続して

供給できる水道システムを構築する必要があります。 
こうした状況を踏まえ本市の水道事業は、「日置市水道ビジョン 2020～2029」の基本

施策に基づき、「安全で良質な水の供給」、「安定した水の供給」、「健全な事業経営」を方

針として取り組んでまいります。 
 

（１） 安全で良質な水の供給 

① 水管理計画の整備 

安全な水道水供給のため、毎年度水質検査計画を策定し、計画的に水質管理を行う

とともに、水質の変化に応じて検査地点や検査項目の変更・追加等がいつでもできる

ような充実した体制を整えます。 
 

② 水質管理体制の強化 

本市では 8 割強が深井戸を水源としますが、一部の表流水及び伏流水を水源とする

地域では大雨の影響による濁度上昇が見られ、継続的な水質管理を行うとともに、状

況に応じて取水停止を行なえる管理体制を整えます。 
 

③ 新たな水源開発 

水需要バランスを注視しながら水量不足の発生防止に努めます。また、吹上中央地区

では、水質の変動を受けやすい表流水への依存度が高いので、取水施設の改修を進め

ていきます。 
 

（２） 安定した水の供給 

① 漏水率の低減と有収率の向上 

本市の有収率は 74.9%となっており、全国平均を下回っています。 
漏水率低減のために、水圧管理、老朽管更新、漏水修理の速度と質の向上に取り組

み、また計画的な漏水調査も実施しながら漏水率の低減を図ります。 
 

② 老朽化施設の更新 

水道施設の耐用年数は 40～60 年と長い年数となっていますが、本市の保有資産には

耐用年数を超過しているものも多くあり、これらの施設等の更新には、長い年月と膨

大な費用が必要となります。 
資産管理（アセットマネジメント）と水道施設整備計画により着実に施設更新を進

めていきます。 
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③ 水道施設等の耐震化促進 

本市の施設等は、耐震化を進めるため更新していく必要がありますが、自然災害時

にも最低限の水の供給が可能となるように施設の耐震化に取り組む必要があります。

耐震対策についても全ての施設等を実施するには、かなりの費用と期間が必要となり

ますので、施設の重要度等を考慮した水道施設耐震化計画を策定し、それに基づいた

効果的な整備に取り組みます。 
 

（３） 健全な事業経営 

① 経常収支比率の向上 

経常収支比率は上昇傾向にありますが、収益の増大と高効率化の推進による営業費

用の削減に努めていく必要があります。さらには、水道施設の省エルギー型設備への

更新及び施設の統廃合やダウンサイジングに取り組み、エネルギーコストの低減によ

る利益増大を図ります。 
 

② 給水単価の継続的検討 

人口減少、節水意識の高揚や節水器具の普及により水需要の減少が見込まれるなか、

水道施設等の大量更新や耐震化を進めていくために、あるべき料金水準の検討は、経

営戦略の更新とともに継続的に実施してまいります。 
 

③ 人材確保と技術の向上 

将来的に取り組む事業として、水道施設の大量更新や耐震化対策がありますが、今

後は、施設維持管理や水質管理等の通常業務と漏水事故対応等の突発的業務などと並

行して進めていかなければなりません。また、基幹的な主要施設は規模が大きく重要

度も高いため、高度な技術と多大な労力を要します。そのため費用面の問題だけでな

く、職員の確保と技術の向上が必須となります。将来の業務量の増加や経験豊富な職

員の退職や人事異動等を踏まえ、新たな人員の確保について検討します。 
また、水道事業の運営にかかせない専門的な知識や技術の習得のため、内部研修開

催や外部研修参加により職員能力の向上を目指します。 
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４. 計画期間 

本経営戦略の計画期間は令和 7年度から令和 16年度の 10年間とします。 
また、毎年度の決算と経営戦略の比較検討を行い、計画と実績の差異内容と原因について

整理するとともに、必要に応じて見直しを行っていきます。 
 

５. 投資・財政計画（収支計画） 

（１） 投資・財政計画（収支計画） 

16、17 ページに掲載しています。 
 

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

 
① 収支計画のうち投資についての説明 

(ア) 水道施設整備 
施設整備では、毎年度実施している管路更新に加え、老朽化施設の段階的な

更新も見込んでいます。また、令和元年度から着手した水道未普及地域解事業

（麦生田地区）については、令和 10 年度までに完了する予定です。 
 

(イ) その他 
メーター設置は、既設メーターの更新がメインとなります。 
固定資産購入は、車両の更新、工具器具及び備品等の更新、新規施設の土地

購入費等を見込んでいます。 
 

② 収支計画のうち財源についての説明 

(ア) 料金収入 
行政区域内人口の減少とともに給水人口も減少すると予測しています。有収

水量についても、給水人口の減少に比例して減少する予測としています。この

結果、料金収入は将来にわたって減少していく予想としています。 
 
項目 R7 R8 R9 R10 R11 
人口（人） 44,070 43,867 43,665 43,464 43,214 
有収水量（千㎥） 4,723 4,722 4,721 4,720 4,719 
料金収入（千円） 762,080 761,757 757,992 749,727 741,461 
 
項目 R12 R13 R14 R15 R16 
人口（人） 42,966 42,719 42,473 42,229 41,986 
有収水量（千㎥） 4,692 4,665 4,639 4,612 4,585 
料金収入（千円） 733,196 724,948 716,699 708,451 700,203 
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(イ) 投資財源 

建設投資に対しては、企業債、他会計繰入金、国庫補助金を以下のように見

込んでいます。 
 
                               （単位：千円） 

項目 R7 R8 R9 R10 R11 
投資額 
（税込） 

614,587 631,229 901,229 851,229 741,229 

企業債 0 0 147,000 147,000 147,000 
国庫補助金 0 0 73,000 73,000 73,000 
他会計繰入金 148,200 125,000 125,000 125,000 125,000 
自己財源 466,387 506,229 556,229 506,229 396,229 

 
（単位：千円） 

項目 R12 R13 R14 R15 R16 
投資額 
（税込） 

716,229 703,729 697,479 694,354 660,912 

企業債 147,000 147,000 147,000 147,000 147,000 
国庫補助金 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 
他会計繰入金 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 
自己財源 371,229 358,729 352,479 349,354 315,912 

 
                             
 
 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

(ア) 減価償却費 
既設＋新規分（投資額×0.9×償却率）で算定しています。なお、新規分の減

価償却費は供用開始年度から減価償却費を計上しています。 
 

(イ) 企業債利息 
既存企業債に係る利息＋新規発行企業債に係る利息で算定しています。新規

発行企業債の利息は 2.0%としています。 
 

(ウ) その他経費 
直近 3 ヵ年の平均にて算定しています。 
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（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

民間の資金・ノウハウ等の

活用 

（PFI・DBO の導入等） 

・包括的民間委託を検討しています。 

・再検針、受付業務、料金の賦課・収納・徴収業務等に

ついて民間委託を検討しています。 

・水道施設監視業務の総合的委託を検討しています。 

・水道施設点検業務の総合的委託を検討しています。 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

・経営の効率化を図るため、施設等の統廃合については

今後検討していきます。 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

・経営の効率化を図るため、施設等の統廃合については

今後検討していきます。 

施設・設備の長寿命化等の 

投資の平準化 

・中長期での更新投資を抑制し、また平準化を図るため

今後も継続して検討していきます。 

広域化 
・鹿児島ブロック（3 市 2 村）で広域連携に関する検討

を行っています。 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

料金 

・人口減少や節水器具の普及により水需要の減少が見込 

まれるなか、水道施設等の大量更新や耐震化を進めてい

くためには資金確保が不可欠となります。また、あるべ

き料金水準については、継続的に検討を行ってまいりま

す。 

企業債 
・借入については、資金残高、企業債未償還残高、建設

改良費のバランスを適正に保ちながら行っていきます。 

繰入金 

・地方公営企業の独立採算性の基本原則に基づき、健全

な経営を行うため、一般会計からの繰入金については、

繰入基準に基づき適正額の確保に努めます。 

資産の有効活用等による 

収入増加の取組 

・廃止した水道用地や未使用用地の売却、貸付等を検討

します。 
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その他の取組 

・経営基盤の強化及び公平性の観点から、滞納者に対し

て未収金対策の強化を図ります。 

・自己資金である内部留保資金や積立金の計画的な確保

に努めます。 

 
③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況   

動力費 
・地産地消型エネルギー利用によるコンパクトネットワ

ーク事業の採用により動力費の軽減を図っています。 

職員給与費 
・施設の大量更新に対応する職員確保が必要と考えてお

ります。 

その他の取組 
・若手職員による業務マニュアルの作成など、技術の継

承や見える化に引き続き取り組んでいきます。 
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６. 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経営戦略は、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うとともに、水道ビジョンの見

直しに合わせて定期的に見直し（ローリング）を行うことが必要です。 
見直しに当たっては、経営戦略の達成度を評価し、投資・財政計画やそれを構成す

る投資試算、財源試算と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を企業経営に

反映させる計画策定（Plan)－実施（Do)－検証（Check)－見直し（Action)のサイクル

（PDCA サイクル）を導入します。 
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≪ 用 語 集 ≫ 
あ行 
 

 アセットマネジメント 

水道施設の大規模更新時期の到来を見据え、施設の状況を的確に把握し適切な維持管

理によって延命化を図るとともに、中長期的な更新需要と健全度及び財政収支の見通し

を基に計画的な更新を行うことによって、効率的かつ効果的に管理運営する手法のこと。 

 
 営業外収益 

営業活動以外によって生じる収益のこと。受取利息や長期前受金戻入等が挙げられる。 
 

 営業外費用 

営業活動以外によって生じる費用のこと。支払利息が大半を占める。 
 

 営業収益 

営業活動によって生じる収益のこと、給水収益が大半を占める。 
 

 営業費用 

営業活動によって生じる費用のこと。水道事業では、水道水の製造費用、維持管理費

や減価償却費等が挙げられる。 
 

か行 
 

 企業債 

水道施設の整備や改良のための建設政良費等の財源として、国や地方公共団体金融機

構から借り入れる借入金のこと。 

 

 企業債残高対給水収益比率 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標。 

 

 給水管 

配水支管（配水管を参照）より下流側の、個人が管理する水道管のこと。 
 

 給水原価 

有収水量 1㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標。 
 

 給水人口 

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口のこと。 

 
 給水装置 

給水管及びこれに直結する給水用具（止水栓、水道メーター、給水栓など）のこと。 

 

 経営戦略 

財政的な裏付けのもとで将来にわたって安定した事業を継続していくための中長期的

な経営の基本計画。 

 

 計画給水人口 

給水区域内に居住し、水道によって給水を受ける人口を推計したもの。 
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≪ 用 語 集 ≫ 

 
 計画給水量 

水道事業体が 1日に給水する水量。1日最大給水量を上回るように計画される。 
 

 経常収支 

経常収益（営業収益＋営業外収益）一経常費用（営業費用＋営業外費用）の金額のこ

と。 
 

 経常収支比率 

経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割

合のこと。 
 

 減価償却費 

長期間にわたって使用される固定資産の取得に要した費用を、その資産が使用できる

期間にわたって分割計上する会計上の手続きを減価償却といい、この手続きによって分

割計上された費用を減価償却費という。 
 

 広域連携 

事業体単独での対応に限界がある場合に、近隣の水道事業体と連携して対応すること

を指し、「事業統合，経営の一体化，管理の一体化，施設の共同化」が挙げられる。 

災害時等の相互応援協定等を締結する方法も、広域連携の方法の一つである。 
 

さ行 

 

 資本的収支 

水道施設の整備・改良といった長期的な事業活動に伴う収入と支出のこと。 

例えば、収入は企業債など、支出は建設改良費や企業債償還金（借入金の元金分の返

済）などのこと。 
 

 収益的収支 

水道水を製造して給水するといった経営活動に伴って当年度内に発生する収入と支出

のこと。例えば、収入は給水収益など、支出は維持管理費や支払利息などのこと。 
 

 上水道事業 

一般の需要に応じて、計画給水人口が 100 人を超える水道により水を供給する事業を

いう（水道法 3条 2項）。計画給水人口が 5,000 人を超える水道によるものは、慣用的に

上水道事業と呼ばれている。 
 

 水道ビジョン 

水道をとりまく状況の変化を踏まえて、来るべき時代に求められる課題に挑戦するた

め公表された新しいビジョン。これまで国民の生活や経済活動を支えてきた水道の恩恵

をこれからも享受できるよう、今から 50年後、100年後の将来を見据え、水道の理想像

を明示するとともに、その理想像を具現化するため、今後、当面の間に取り組むべき事

項、方策を提示する。 
 

 水道事業者 

水道事業（一般の需要者に水道水を供給する事業）を経営する事業者のこと。 
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≪ 用 語 集 ≫ 
 

 送水管 

浄水場から配水池まで浄水を送る管路のこと。 
 

 損益勘定留保資金 

収益的収支において現金支出を伴わない費用（主に減価償却費）を計上することによ

って、企業内部に留保された資金のこと。資本的収支の不足額を補てんする財源。 
 

た行 

 

 ダウンサイジング 

人口減少や節水型機器の普及に伴う水需要の減少が見込まれることから、その将来動

向を見通し、施設規模の適正化を図る考え方のこと。 
 

 長期前受金戻入 

固定資産を取得した時に交付金や負担金など外部のお金を充当する場合その交付金等

を長期前受金という。会計処理では、長期前受金による収入は資産取得年度に一括計上

せず、耐用年数にわたって分割計上することが定められており、分割計上された収入を

長期前受金戻入という。減価償却費と対になる。 
 

 DBO 方式 

PFI 事業者に設計（Design）、建設（Build），運営（Operate）を一括して委ね、施設の

所有，資金調達は公共が行う方式。設計と建設が一体化している方が効率的である場合

や、初期投資が数百億円に上るなど、民間での資金調達が困難である場合に採用される

ことがある。資金調達を公共が行うことが特徴となる。【Design Build Operate】 

 

 導水管 

井戸や河川等の水源地から浄水場まで原水を送る管路のこと。 

 

 特別損益 

企業等の通常の活動以外の特別な要因で一時的に発生した損益。固定資産等の売却損

益や災害による損失が含まれる。 

 

な行 

 

 内部留保資金 

減価償却費などの現金支出を伴わない支出や収益的収支における利益によって、企業

内に留保される自己資金のこと。損益ベースでは将来の投資資金として確保され、資金

ベースでは資本的収支の不足額における補てん財源などに用いられる。 

 

は行 

 

 配水管 

配水本管と配水支管からなり、配水本管は管網の主要な構成管路で、配水支管へ浄水

を輸送する役割だけで給水管への分岐はない。配水支管は、本管から受けた浄水を給水

管に分岐する役目を持つ。 
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≪ 用 語 集 ≫ 

 
 PFI（ピーエフアイ） 

PFI（プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ）とは、公共施設等の設計、建設、

維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導

で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図る考え方。 

 

 PDCA サイクル（ピーディーシーエー） 

品質管理の手法であり、P（Plan：計画策定）→D（Do：実施）→C（Check：検証）→A

（Action：見直し）の順に作業を実施して、A（Action：見直し）を次の P（Plan：計画

策定）に繋げることで継続的な業務改善を行っていくもの。 

 

 表流水 

河川水（伏流水を除く）や湖沼水のように、その存在が完全に地表面にある水のこと。

取水が容易で量を確保しやすいため、比較的規模の大きな浄水場では水源として表流水

を利用することが多い。 

 

 フォローアップ 

ある物事を徹底するために、その物事の展開を継続的に調査すること。 

 

 伏流水 

河川水のうち、河床や旧河道の下層にある砂利層を流れている水のこと。地中で自然

のろ過が行われるため、表流水に比べて水質が良好で安定している。 

 

 包括的業務委託 

受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率的・効果的に運営できる

よう、複数の業務や施設を包括的に委託すること。水道事業の場合は「計画策定」、「浄

水事業」、「配水事業」、「料金徴収」といった業務があり、これらを一括して民間企業に

業務委託する。 

 

 法定耐用年数 

水道施設である管路等の固定資産の減価償却費を算出するために地方公営企業法施行

規則で定められた耐用年数のこと。寿命を表すものではなく、機能に問題がなければ法

定耐用年数を超えて使用することができる。 

 

や行 

 

 有収水量 

給水量のうち料金徴収の対象となった水量のこと。 

 

 湧水 

地下水が地上に湧き出したもの。 
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≪ 用 語 集 ≫ 

 
ら行 

 

 流動比率 

短期的な債務に対する支払い能力を表す指標。 

 

 料金回収率 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標。 

 
 累積欠損金比率 

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標。 

 

 類似団体 

給水人口が同程度の規模である事業体を指し、経営比較分析において比較対象とする

ことが有用とされている。日置市の場合は令和 5 年度において給水人口 3 万人以上 5 万

人未満の全国 198 団体が類似団体である。 

  



23 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日置市水道事業経営戦略 

令和 7 年 3 月改定 

 

鹿児島県日置市上下水道課 

鹿児島県日置市伊集院町郡一丁目 100 番地 

TEL  099-248-9424 
FAX  099-272-2336 

https://www.city.hioki.kagoshima.jp/ 


